
実施計画
記載頁

357

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

→ ジェトロ沖縄

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

19,988 19,826 県単等

（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

24,164 県単等

事業名 活動内容

対外交流・
貿易振興事

業

　平成28年度に引き続き、ジェトロ沖縄貿易情報センターと連
携した商談会・ビジネス交流会等の開催を通じた海外販路拡
大と交流推進を図る。

推進状況 推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

順調
　第３回沖縄大交易会併催事業として、ジェトロ食品輸出商談会iｎ沖縄を開催し、海外６
カ国よりバイヤー７社を招聘するとともに、海外商談会への県内企業の出展支援により
海外販路拡大を行った。

平成29年度計画

物産展開催・海外見本市出展 -
商談会1回、

商談会出展支援3回

事業名 活動内容

対外交流・
貿易振興事

業

　ジェトロ沖縄貿易情報センターと連携して、海外
見本市出展や商談会・ビジネス交流会等の開催
を通じた海外販路拡大を行った。

活動指標名 計画値 実績値

取組内容
　成長著しい東アジア諸国等において沖縄物産展の開催や海外見本市への出展を行
い、県産品の海外販路拡大を推進する。

年度別計画

担当部課 商工労働部　アジア経済戦略課

平成28年度実績

(施策の小項目) ○経済交流の推進

主な取組 対外交流・貿易振興事業

対応する
主な課題

○とりわけ、グローバル経済の進展に伴い、世界経済成長の原動力がアジアにシフトし
ている状況を踏まえ、本県産業についてもアジアや世界を大きく視野に入れ、産業の国
際化を進めるとともに、県民一体となり、人・知識・文化が融和する海邦交流拠点の形成
を目指していくことが求められる。

「主な取組」検証票
施策展開 4-(1)-ア 国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

施策 ②観光交流、経済交流等の推進

物産展開催・海外見本市出展



（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

30.1万人
（23年度）

212.9万人
（28年度）

120万人 178.1万人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・海外展開に取り組む県内企業への支援に向けては、政府をはじめ、政府関係機関、地方自治体、地
方経済団体、金融機関等が参画し、ジェトロが事務局となる「新輸出大国コンソーシアム」の枠組みを
活用し、官民一体となった効果的な支援を引き続き行う。

―

　円安による訪日旅行需要の増や海外航空路線の拡充・クルーズ船の寄港回数増加、国際線
旅客ターミナルや那覇港旅客ターミナルなどの整備により、沖縄への海外からの観光客来訪に
とって追い風となっている。
　ジェトロが中心となった海外見本市の開催等の結果、観光地沖縄や県産品が海外マーケット
で認知度を上げてきていることも、観光客増加の一助になっていると考えられる。その結果、平
成28年度の目標を平成27年度に達成している。

○内部要因
・県内企業の海外展開機運は高まってきているが、ターゲットとする市場を絞り込みや、対象国の輸入
規制等の制度理解が不十分なケースが見受けられる。

○外部環境の変化
・台湾や中国など、輸入規制や食品表示の制度が複雑であり、かつ制度変更も多い。

・海外展開の初期段階にある事業者は、ターゲット国の絞り込みや、制度調査などの準備が不十分で
あることから、沖縄県やジェトロ、その他の支援機関の連携により、各機関の役割を活かした、一体的
な支援を行う体制を整える必要がある。

①海外展開に取り組む県内企業への支援に向け
ては、政府をはじめ、政府関係機関、地方自治体、
地方経済団体、金融機関等が参画し、ジェトロが事
務局となる「新輸出大国コンソーシアム」の枠組み
を活用することで、官民一体となった効果的な支援
を行う。

①2月に海外市場別セミナーをジェトロ沖縄等と連
携して実施。ジェトロが取り組む「新輸出大国コン
ソシアーム」推進に関して、関税、原産地規則、外
国人材活用の面から周知を図るとともに、県工業
連合会、県工業技術センター、県情報産業協会等
とも横の連携構築を図った。

成果指標

外国人観光客数

参考データ 沖縄県の現状・推移

平成28年度の取組改善案 反映状況



実施計画
記載頁

357

１　取組の概要（Plan）

24 25 26 27 28 29～ 実施主体

→ 県

２　取組の状況（Do）

（１）取組の推進状況 （単位：千円）

予算 決算見込 主な財源

196,489 178,118 県単等

「主な取組」検証票
施策展開 4-(1)-ア 国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

施策 ②観光交流、経済交流等の推進

(施策の小項目) ○経済交流の推進

主な取組 海外展開支援事業

対応する
主な課題

○とりわけ、グローバル経済の進展に伴い、世界経済成長の原動力がアジアにシフトし
ている状況を踏まえ、本県産業についてもアジアや世界を大きく視野に入れ、産業の国
際化を進めるとともに、県民一体となり、人・知識・文化が融和する海邦交流拠点の形成
を目指していくことが求められる。

取組内容
　海外誘客の促進や路線の増設・新規路線の拡充並びに観光と連動した県産品の販路
拡大、県内企業の進出支援業務等を行う目的で海外事務所及び委託駐在員を設置す
る。

年度別計画

担当部課 商工労働部　アジア経済戦略課

平成28年度実績

事業名 活動内容

海外事務所
等管理運営
事業

　海外事務所を設置している地域（北京、上海（福
州含む）、香港、台北、シンガポール）を中心に、
国際観光展等の現地イベント出展や航空会社等
と連携した沖縄PRイベントの実施、チャーター便
の造成や直行便及び経由便就航への働きかけを
実施するとともに、海外駐在員（タイ、オーストラリ
ア、北米、フランス、インドネシア）を配置し、情報
収集、旅行商品造成支援等を実施した。

活動指標名 計画値 実績値

観光客の誘客・県産品の販路拡大・企業誘致活動
等、海外での県施策実施における現地支援業務

― 1,859件

推進状況 推進状況の判定根拠及び平成28年度取組の効果

順調
　平成28年度に海外事務所等が行った現地支援・活動件数等は1,859件となり、昨年度と
同程度であった一方で、これらの取組などにより、外国人観光客数が対前年度比で45万
8,800人増加(+27.5%)している。

海外事務所・委託駐在員の設置及び運営

観光客の誘客・県産品の販路拡大・企業誘致活動等、海外での県施
策実施における現地支援業務



（２）今年度の活動計画 （単位：千円）

当初予算 主な財源

187,162 県単等

（３）これまでの改善案の反映状況

（４）成果指標の達成状況

基準値 現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

30.1万人
（23年度）

212.9万人
（28年度）

120万人 182.8万人 －

傾向 全国の現状

― ― ― ― ―

状
況
説
明

３　取組の検証（Check）

（１）推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

平成29年度計画

事業名 活動内容

―

海外事務所
等管理運営
事業

　海外事務所を設置している地域（北京、上海（福州含む）、香
港、台北、シンガポール）を中心に、国際観光展等の現地イベ
ント出展や航空会社等と連携した沖縄PRイベントの実施、
チャーター便の造成や直行便及び経由便就航への働きかけを
実施するとともに、海外駐在員（タイ、オーストラリア、北米、フ
ランス、インドネシア）に加え、新たにベトナムに配置し、情報収
集、旅行商品造成支援等を実施する。

平成28年度の取組改善案 反映状況

①多方面での経済交流の拡大を図るため、民間経
済交流団体等や（一財）沖縄観光コンベンション
ビューロー、日本貿易振興機構（ジェトロ）沖縄貿
易情報センターとの連携を促進・強化しながら、県
内企業の海外進出、県産品の販路拡大、海外誘
客、海外からの企業誘致、県内企業と海外企業が
連携したビジネス展開等に取り組むとともに、これ
らの取組を推進するため、委託駐在員の新たな配
置国を検討する。

①（一財）沖縄観光コンベンションビューロー、日
本貿易振興機構（ジェトロ）沖縄貿易情報セン
ター、民間経済団体等との連携を促進・強化する
ことにより、台湾、香港などにおいて、県内企業の
海外進出、県産品販路拡大、海外誘客、海外から
の企業誘致を実施した。

②アジアの活力をさらに取り込むことを目的とし
て、平成28年４月からインドネシアに委託駐在員
を１名配置した。

　国際観光展等の現地イベント出展や航空会社等と連携した沖縄PRイベントの実施、チャー
ター便の造成や直行便及び経由便就航への働きかけを実施したことにより、外国人観光客数
が対前年度比で45万8,800人増加(+27.5%)しており、H28目標値（120万人）を達成しているが、引
き続き、観光誘客の取組を強化する必要がある。

○内部要因
・産業の国際化を進めていく上では、各国の政治情勢を踏まえつつ、国際観光、産業人材の交流、企
業投資誘致等、多方面からの経済交流を推進するとともにネットワークを形成し、交流拠点の形成を
目指す必要がある。

○外部環境の変化
・多様化する市場ニーズを把握し多方面での経済交流の拡大を図るため、海外事務所及び海外委託
駐在員を効果的に活用した取組を実施する必要がある。

成果指標

外国人観光客数

参考データ 沖縄県の現状・推移



（２）改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

４　取組の改善案（Action）

・産業の国際化を進め交流拠点の形成を目指すためには、県各部等との連携した取組の推進や情報
共有の強化を行う必要がある。

・経済成長著しく所得水準が向上している東南アジア市場における取り組みを強化し沖縄ブランドを構
築するため、新たな海外事務所を設置するなど、海外における体制を強化する必要がある。

・多方面での経済交流の拡大を図るため、（一財）沖縄観光コンベンションビューロー、日本貿易振興
機構（ジェトロ）沖縄貿易情報センター、民間経済交流団体等との連携を促進・強化しながら、県内企
業の海外進出、県産品の販路拡大、海外誘客、海外からの企業誘致、県内企業と海外企業が連携し
たビジネス展開等に取り組む。

・引き続き中国における観光誘客の推進を図るとともに、東南アジア地域における観光誘客を推進す
るため、ニーズの高い地域に、新たに委託駐在員の配置を検討する。


